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  SPring-8 の場合は専門組織による充実した支援体制がとられている。 



































2007 年度は企業の利用は年間当たり 10 数件程度となっていたが、2008 年度では信州大学及





























































































・ 共用ビームライン数 26 本 
・ 年間利用研究課題数は 1，520 課題。このうち、産業利用課題数（民間企業所属の研究者等
が実験責任者として実施した課題数）は 300 課題 
【専用ビームライン】 
・ 専用ビームライン数 14 本。このうち、産業利用を主たる目的としているビームラインは 5 本。 
・ 年間利用研究課題数は、専用ビームライン全体で 486 課題。このうち、上記 5 本のビームライ
ンで実施した課題数は 175 課題 




















































































































































































































































































































































































































































































































































�１� 調査�������  
 

















らの助言を得た（委員名簿は附属資料１参照）。委員会は 2008 年９月９日、12 月 25 日、2009









している独立行政法人、大学の中からプレ調査も含め合計 8 機関を抽出した。 
まず 2 施設についてプレ調査（往訪調査）を行い、次いで先端研究施設 6 施設を対象に、運
営機関に対する現地インタビュー調査を実施した。 
プレ調査：東京工業大学電子ナノビーム実験施設 
  （2008 年 9 月 30 日（「構造」）、及び 10 月 1 日（「観察」）) 
独立行政法人理化学研究所横浜研究所 NMR 基盤施設   (2008 年 10 月 2 日) 
本調査： 信州大学カーボン科学研究所（ナノ・カーボンデバイス試作・評価装置群） 
(2008 年 10 月 8 日) 
独立行政法人産業技術総合研究所（ナノプロセシング施設）(2008 年 10 月 9 日) 






施設）                                  (2008 年 10 月 21 日) 
独立行政法人海洋研究開発機構（地球シミュレータ）      (2008 年 10 月 31 日) 
財団法人高輝度光科学研究センター（注）（SPring-8（大型放射光施設）） 
              (2009 年 1 月 30 日) 
これらの公的研究機関の施設概要は第 1-2 表及び第 1-3 表に示すとおりとなっている。 
 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 プレ調査対象施設を除いた 6 施設を対象に、利用企業に対する意向調査を行った。 
独立行政法人産業技術総合研究所においてはインタビュー調査を実施し（12 月 8 日の週に実施）、









第 1-4 表 施設利用企業に対する意向調査方法等 
  対象施設 調査方法 意向調査対象 
1 SPring-8（独立行政法人
理化学研究所） 







質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業を利
用した企業のうち、意向調査への協力に




















同意した企業 11 社。 
5 カーボン科学研究所 
（信州大学） 
質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【産
業戦略利用】と独自利用制度を利用し




質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【産
業戦略利用】を利用した企業のうち、企
















① 「特定放射光施設の共用の促進に関する法律（1994 年法律第 78 号）」のもとで SPring-8 につ
いて外部利用が 1997 年から行われてきた。財団法人高輝度光科学研究センター（ＪＡＳＲＩ）が
共用に関する業務を実施してきた。 
② 「第 3 期科学技術基本計画」（2006 年 3 月 28 日閣議決定）においては、国立大学法人や公
的研究機関等の設備の共同利用等の効果的かつ効率的な利用の促進がうたわれ、また先
端大型共用研究設備の整備・共用の促進が位置付けられた。 
③ 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（2006 年 7 月に施行、特定放射光施設
の共用の促進に関する法律を改正して制定）（以下「共用促進法」という。）」により、「次世代



















まず 2002 年度～2006 年度の文部科学省委託事業「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」
(予算額；28 億円／年)として、ナノテクノロジー設備を持つ公的研究機関、大学を対象とした先端
研究施設の共用を促進する事業が実施された。 





























































事業の対象 国内の産学官の研究機関・組織 国内の大学等及び独立行政法人 








利 用 支 援 体
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
電 子 ビ ー ム ナ
ノ構造造形 







電 子 ビ ー ム ナ
ノ構造観察 






















機関 研究施設、実験機器 特徴 
超高圧走査透過型電子顕微鏡

















の顕微鏡は本邦 1 号機。 
超高圧電子顕
微鏡施設 












     
 







ナ ノ カ ー ボ ン ・
デバイス試 作 ・
評価装置 
（信 州 大 学  カ
ー ボ ン 科 学 研
究所） 







































ナ ノ カ ー ボ ン 機 構 デ バ イ ス 分 野
（Ｂ．Ｉプラザさかき設置） 
クリープ試験機／機構デバイス成形機 











（例）名古屋大学  三次元電子顕微鏡（TECNAI 300kv） 
・ 限られた大学でしか保有していない実験機器が用意されている。 
（例）名古屋大学  収差補正電子顕微鏡 
・ 必ずしも最先端機器ではないが、特定領域に関する各種の実験機器を一揃い用意している。 
（例）信州大学 ナノカーボン関連機器 






















機関 研究施設、実験機器 特徴 
地球シミュレータ 
（独 立 行 政 法 人























   
   
 






























































（ 独 立 行 政 法
人日本原子力
研 究 開 発 機
構） 
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
独 立 行 政 法
人 理 化 学 研






を 備 え た 大 規 模 Ｎ Ｍ Ｒ 施 設 。 Bruker 
BioSpin 、 JEOL 、 Varian （ 以 上 メ ー カ ー













改造して、数 cm の矩形基板でも取り扱えるようにしたもの。世界にここ 1 台のみ） 
∗ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所：ＡＶＦサイクロトロン
（100％バイオ・材料目的に特化している機器としては世界でも珍しい。）、400kv イオン注
入装置（イオン 3 種類を注入できる装置。2 種類注入できる施設は他にもあるが 3 種類は
ここのみ） 
∗ 独立行政法人海洋研究開発機構：地球シミュレータ・スーパーコンピュータ群とシミュレー
ションソフト（2002 年の運用開始後、世界 TOP500 では、5 期（2 年半）に亘って一位を維
持し、運用 8 年目を迎えた 2008 年春のランキングでも上位 10%の 49 位を維持。実用的
なアプリケーションにおいて目覚ましい成果を上げた研究者を対象とした Gordon Bell 賞


















































※ 愛 称 の 「 SPring-8 」 は Super 












大型放射光施設とは、一般的に電子ビームの加速エネルギーがおよそ 50 億電子ボルト（5 GeV）
以上の加速器を有する施設のことを指す。SPring-8 は、８０億電子ボルト（８GeV）以上の加速が可
能な大型放射光施設として 1997 年に共用が開始された。これは中でも第 3 世代と呼ばれる放射
光施設であり、世界に SPring-8 を除くと 2 箇所しかない。1 箇所はアメリカでエネルギー省が設置
しているもの（APS（Advanced Photon Source）、もう１箇所はヨーロッパ 18 カ国の共同利用施設と
してフランスに設置されているもの（ESRF(European Synchrotron Radiation Facility)）である。
このなかで SPring-8 は共用開始が最も新しく、またエネルギーの大きさと電子ビームを円形の軌








































































































































































  ① 科学技術的妥当性 
  ② 研究手段としての SPring-8 の必要性 
  ③ 科学技術基本法や社会通念等に対する妥当性 
  ④ 実験の実施可能性 
  ⑤ 実験の安全性 
〔専用ビームライン設置計画選定審査基準〕 
  上記①～⑤の基準及び 
  ⑥専用とする必要性、設置期間及び施設の建設・維持管理能力有無 
これらは国内外や産学官の利用者を問わず、同一の基準となっている。 
共用ビームラインについては、SPring-8 施設の効率的運転や放射光利用研究界の特質等を
























































































































































では、運転コストの 4 分の 3 が利用料で賄われており、残りは外部資金やセンター共通経費が充て
られている。 
一方、バークレーにあるナノテク関係の国立研究所である Lawrence Berkeley National 




設立された London Center for Nanotechnology (LCN)（設置と運営はロンドン大学（ＵＣＬとＩＣ
Ｌ））では、産業界を含む学外からの利用を見込んでいるが、装置利用は有料である。料金は単純
利用、技術支援を伴う利用など利用形態によって異なる。また、企業向け料金はそれ以外の利用




Ｎ）」に多大の投資をしている。これに対して、ＮＮＩＮに参加している 13 拠点（注：2009 年 3 月時
点では 12 拠点（注））は政府予算の倍以上を大学側の自主的努力で集めて運用している。 
また、イギリスのマイクロナノネットワーク（ＭＮＴ）でも、国は拠点施設側に対して 50％の資金調
達を要求するとともに、5 年後（調査時点は 2006 年）の独立を想定している。 
 
                                                  
（注）出典：NNIN HP http://www.nnin.org/ 
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（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
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申請前 ・ 教員、リエゾン等による相談対応やコンサルテーション 
（例）申し込み事前相談と申込書記入サービスの実施 
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（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ

































































・ 独立行政法人産業技術総合研究所や独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、
施設利用懇談会などの会員制度を活用して、情報提供と利用者の拡大を図っている。 
































あげた研究者等に対して「ひょうご SPring-8 賞」を表彰する事業を 2003 年度から実施して














































                                                  
（注 ） ここでの件数はすべて調査時点のものとなっている。 
文部科学省委託事業に関しては、大学の設備の利用課題数は 10 数件程度のものが多く、











































・ 2008 年度からの利用企業が多く、2008 年度においては、新規のテーマが 6 社、2007 年度




・ 2007 年度からの継続テーマで行っている企業が 1 社あるが、他社は 2008 年度の利用はな
い。ただ、その中に長期的な課題で利用を検討している企業がある。 




































































































同施設での産業利用は 1997 年 10 月の共用開始当初から行われてきたが、当初は産業利用の
比率が 5％足らずであったものが、様々な産業利用促進プログラムによって利用比率を伸ばしてき
た。具体的には、2001 年後期と 2003 年度前期～2005 年度前期においてはトライアルユース制度
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【共用ビームライン】 
・ 共用ビームライン数 26 本 
・ 年間利用研究課題数は 1，520 課題。このうち、産業利用課題数（民間企業所属の研究者等
が実験責任者として実施した課題数）は 300 課題 
【専用ビームライン】 
・ 専用ビームライン数 14 本。このうち、産業利用を主たる目的としているビームラインは 5 本。 
・ 年間利用研究課題数は、専用ビームライン全体で 486 課題。このうち、上記 5 本のビームライ
ンで実施した課題数は 175 課題 








・ 2008 年度の研究課題は 2007 年度からの継続テーマが多く、継続、反復利用がかなり目立
つ。 
同様のテーマで引き続き実施：回答 101 件中 56 件 
テーマを変えて実施：同 21 件 
・ 回答者の 2007 年度の利用形態は無償・成果非占有が多く（101 件中 57 件）、有償・成果占
有は 25 件、有償・成果非占有は 11 件であった。 
・ 2008 年度についてもほとんど同じ傾向である。 
【内容】 
・ 基礎研究という回答が最も多く（回答 101 件中 65 件）、次いで応用研究（同 44 件）、実用化
研究（同 23 件）となっている。 
【形態】 
・ 研究の形態は、自社単独が最も多く（回答 101 件中 66 件）、次いで当該機関との共同研究が










ク（ＮＮＩＮ）」（2004 年～：1994 年にスタートした NNUN（User’s Network）の後進事業）（注 1）の各
拠点に対して、50％が外部ユーザーであること、他の連邦政府の機関、州政府を含むＮＳＦ以外の
資金源と民間部門からの資金を得ること（注 2）などを条件として支援している。その拠点の 1 つである
スタンフォード大学のスタンフォード・ナノファブリケーション・ファシリティ（ＳＮＦ）についてみると、ユ
ーザー数は平均常時 200 名いるが、その内 60 名が外部企業のユーザーとなっている。120 名が
スタンフォード大学内部の利用、20 名が同大学以外のアカデミー利用者である（注 3）。 
 
                                                  
（注 1） 独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『自立志向型共同利用ナノテク融合センターの設置』（2007
年 1 月）より 
（注 2） NSF HP より http://www.nsf.gov/pubs/2003/nsf03519/nsf03519.pdf 
（注 3） 独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテク
インフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
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・ 名古屋大学の利用企業：東海地区 8 件、関東地区 6 件、その他 2 件 




































ると、関東 160 件、近畿 8 件、東海北陸 5 件、東北 3 件、九州 4 件となっている。 













































ＢＬ 2007 年度 2008 年度（12 月末現在） 
BL24XU 利用研究機関：20 機関 
（産業 18、大学 1、公的機関 1）
研究課題数：42 件 
利用研究機関：13 機関 
（産業 11、大学 1、公的機関 1）
研究課題数：15 件 
BL08B2 利用研究機関：6 機関 
（産業 5、公的機関 1） 
研究課題数：13 件 
利用研究機関：7 機関 
（産業 6、公的機関 1） 
研究課題数：10 件 






金は 1 時間 160 ドルとなっているが、ＳＢＩＲ（small business innovation research）グラントを得






                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
ンフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
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・ 得られた成果は基礎研究段階のものが多く、101 件中 63 件、次いで応用研究段階が 43 件
となっている。これに対して実用化研究は 19 件と少ない。（複数選択回答） 
・ 成果の内容で最も多いのが「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」（101 件中 76
件）であり、次いで学会で発表した（同 50 件）、論文が学会誌に掲載された（同 23 件）となっ
ている。 
・ 一方、製品開発に結びついたという回答は 20 件と 5 分の 1 弱である。また、試作品を作成で
59
第 3章　先端研究施設の外部利用の状況




















































































































































































































































                                                  
（注） 「Thomson Scientific 社刊行”ISI National Citation Report for Japan 1997-2006”(NCR-J)に対する情報・システム研究機
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第 4章　先端研究施設の外部利用の促進のための課題と今後の方向性


























                                                                                                                                                            
構国立情報学研究所・根岸正光の調査統計結果」において、SPring-8 全体の論文数及び引用度を財団法人高輝度光科学



























































































































































































































101 件中 63 件と最も多く、地理的要素は特に問題にならないことが覗える。 
【段階ごとの評価】 
〈応募申請段階〉では、101 件中 37 件と 3 分の 1 の回答が「妥当である」としているが、「競争
が厳しく応募しても利用できないことがある」及び「書類の作成に負担が大きい」という回答もそれ
ぞれ 30 件、25 件から出されている。 
〈実験実施段階〉については、次のような評価となっている。 
・ 実験計画のサポートについては、「良かった」が 101 件中 48 件、「大変良かった」が 30 件とな
っている。 
・ 支援サービスについては、試料の準備などについては「満足している」が 101 件中 43 件と最
も多く、次いで「普通」という回答が 29 件であった。 
・ 機器の操作方法については「満足している」が 61 件、普通が 31 件、不満と判らないがそれぞ
れ 4 件であった。 
・ スタッフのアドバイスについては、73 件が満足している、23 件が普通と回答している。 






































































































・ 柔軟な機器利用ニーズへの対応：例えば独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、
設備の短期貸し出のための仕組みを創設した。 














































                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ







































































なお、米国においてはエネルギー省（United States Department of Energy：DOE）が2003年１１
月に“Facilities for the Future of Science：A Twenty-Year Outlook”を策定している（2007年８月に
改訂版策定）。これは、今後20年間で必要とされる施設を28リストアップし、科学的優先順位及び
技術的即応性の２つの観点でランキング付けをし、新設及び更新をするものである。（注）また英国に
おいても、英国研究会議（Research Councils UK）が”Large Facilities Roadmap”を策定しており、
英国内外の大型研究施設の新設・拡充・更新についてのロードマップを作成している。最初のロー
ドマップは2001年６月に策定されており、その後何度かの改訂がされ、直近では2008年７月にアッ
                                                  










































                                                  
（注 1） ＲＣＵＫ ＨＰより 
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�� 1）  放射光の発生装置は、電子ビームを発生させ光速近くまで加速するための加速器（入射系加速器）と、その電子ビームを円形の軌道に貯めておくための加速器（蓄積リング）で構成されている。 
SPring-8は、こうした施設の中でも第 3世代と呼ばれる。放射光利用専用の加速器にアンジュレーター主体の挿入光源を多数設置できるように設計された放射光施設であり、電子ビームの加速エネルギーがおよそ 50 億電子ボルト（5GeV）以上の大型のものは世界でもここを含めて 3 箇所しかない。 
     （大型放射光施設(SPring-8)HP より 
http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/sp8_features/publicfolder_view） �� 2） 物質の種類や構造、性質を詳しく知ることができる。また、化学反応や物質変化の起動力として用いることができる。これにより広い分野の基礎研究、応用研究、産業利用に役立っている。 ・ 生命科学への利用：タンパク質巨大分子の 3 次元構造解析、非結晶生体材料の小角散乱、薬剤設計、新薬開発など  ・ 物質科学への利用：先端材料の原子・電子の構造、極端条件下の材料物性、産業材料の評価、新物質創製と材料改質など  ・ 地球科学への利用：地球深部物質の構造と状態、極限環境下の物性、隕石・宇宙塵の構造など  ・ 環境科学への利用：生体試料中の環境汚染微量元素の分析、高性能電池材料の局所構造解析、環境浄化用触媒の分析など  ・ 医学への利用：  微小血管造影法による腫瘍血管の観察、トモグラフィ、屈折コントラスト映像法による呼吸器系疾患の観察など  ・ 産業への利用：  半導体用新酸化物材料の評価、ナノ材料の評価、微量元素分析、材料の断層観察、材料の歪み分布解析など  ・ 核物理への利用： レーザー電子光（逆コンプトン散乱）による中間子の生成・クォーク核物理など 
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2．������������������������   �� 1） 「地球シミュレータ」の本体であるスーパーコンピュータは、ベクトル型演算方式を基本ノードとした高度な並列アーキテクチャーを採用したものであり、その主記憶容量と演算処理速度において運用開始時点(2002 年 3 月)で世界最大の規模と能力を持つ設備。  （スペック）（注 2） システム要素                能力値  
	  40������  計算ノードの理論ピーク性能        64GFLOPS  プロセッサの理論ピーク性能        8GFLOPS  ノード間伝送性能         12.3GB/ｓ(双方向)  
1 次ストレージシステム ユーザーディスク 230TB システムディスク             460TB  
2 次ストレージシステム   CTL(カートリッジテープライブラリ)  1.5PB （出所：TOP500 Supercomputing Sites 
http://www.top500.org/system/details/5628） 7 ・ 全球・高解像度・大規模計算による熱波、豪雪や黒潮続流域の変動など大気海洋顕著現象の予測可能性の研究や機構解明。 ・ 地球のコアやその周りを包むマントルの対流する様子の再現など、地球内部で起こっているさまざまな現象の解明。 ・ 全球、日本領域、都市域など、それぞれの目的と時空間スケールのシミュレーションが可能な非静力学大気・海洋結合
シミュレーションコードを開発。 ・ 自然や社会に現れる複雑な現象を複数の階層に分けて必要な部分の計算を行い、それぞれの階層間を効果的に接続する「連結階層シミュレーション」のアルゴリズム開発とその応用研究 ・ 宇宙現象から地球環境、新物質、工業製品の開発など様々な研究開発における先進的な方法論として期待されている。 （出所：地球シミュレータセンタ HP  http://www.jamstec.go.jp/esc/index.html） 
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3
	  �� 1） ナノテクノロジー研究部門は、産業技術総合研究所におけるナノテクノロジーの中心として、ナノメートルスケールにおける物質研究の新たな手法やコンセプトの開拓から、生体を含むナノ構造物質の持つ諸現象の解明と応用、そしてそれらの産業技術への展開までを幅広く先導している。  AIST ナノプロセシング施設 (AIST-NPF) 
 （出所：http://unit.aist.go.jp/nanotech/facility/images/osl-050929.jpg）  
（注 2） ・ 電子線や紫外線を用いた微細構造描画装置 ・ 走査電子顕微鏡・走査プローブ顕微鏡などの計測装置 ・ ナノデバイスや材料の電子・光機能評価装置／等 電子ビーム描画装置 
 （出所：http://www.nanoworld.jp/nppp/device/image/42799.JPEG） 走査型プローブ顕微鏡 
                                                  （注
1
）









 （出所：http://www.nanoworld.jp/nppp/device/image/42822.JPEG）   当研究部門下にテーマごとに 18 のグループが存在する。その中から、3 つのグループの研究を取り上げる。 ・ 分子ナノ物性グループ：新しい分子の合成、分子・原子を使ったナノスケールの構造体の作製、さまざまな手法を駆使した分子物性と構造の測定・評価、分子やナノ構造体の物性を活用したデバイスの作製、デバイスを組み合わせたシステム構築など、これまでにない技術の創造を目指して研究開発を行う。 ・ 高温量子エレクトロニクスグループ：高温下でも量子効果が顕著にあらわれるダイヤモンド半導体などを対象に、高温での量子統計現象の機構を解明しながら、それを利用する新しい原理のデバイスのための基盤技術開発とプロットタイプのデバイスの試作を行う。 ・ 自己組織エレクトロニクスグループ：カーボンナノチューブやフラーレン等、主としてエネルギー論的利得により、極限状態で形成されるナノサイズ新物質や、自己組織化膜のように準平衡状態で比較的制御可能な状態で形成されるナノ構造物質の生成機構、電子的・光学的性質、機械的性質を調べることにより、既存の物質に無い新たな機能を見いだすことを目指す。また、それと同時に、それらナノ物質や自己組織分子膜を電子デバイスとして応用するためのナノサイズ電極加工技術、自己組織化のメカニズムを応用した自己集積化技術の開発を行う。 
                                                  （注）
 http://unit.aist.go.jp/nanotech/index_j.html の「研究紹介」より 




 �������� 1） ・ 放射線利用の研究開発を実施するための基盤施設である、イオン照射研究施設を保有している。 ・ イオン照射研究施設には、4 種類のイオン加速器が備えられ数万電子ボルトから数億電子ボルトまでの幅広いエネルギー範囲のイオンビームを作り出すことができる。「AVF サイクロトロン、
3MV タンデム加速器、3MV シングルエンド加速器、400kV イオン注入装置」があり、オフライン装置として「高時間分解能陽電子寿命測定装置、低エネルギー陽電子ビーム装置」を備えている。��������������������（TIARA�������� ・ TIARA は、サイクロトロン棟、複合ビーム棟、イオンビーム研究棟の独立した 3 棟から構成され、サイクロトロン棟と複合ビーム棟は廊下をはさんで隣接し、イオンビーム研究棟とサイクロトロン棟は渡り廊下で接続されている。 ・ 材料科学・バイオ技術などの先端科学技術の研究に利用することを目的とする。 （出所：TIARA HP http://www.taka.jaea.go.jp/tiara/j661/riyoutebiki/f_0200.htm）                          �������� ��������� 2）� �  ※ サイクロトロンとは 荷電粒子が磁場の中で回転運動をするとき、その回転周期が粒子の速さに依らず一定であるという性質を利用して、イオンを高周波電場により周期的に加速する。 ※ AVF（Azimuthally Varying Field）型サイクロトロンは、サイクロトロン本体、イオン源系 (H,He,Ar,Kr)、イオン入射系、外部ビーム輸送系、計算機制御系、冷却･圧空系及び付帯設備等より構成されている。 （出所： 日本原子力開発機構        http://sangaku.jaea.go.jp/3-facility/04-facility/22-tiara-2.html#tma） 
































 （出所：名古屋大学 エコトピア科学研究所 超高圧電子顕微鏡施設 HP http://hvem-renkei.esi.nagoya-u.ac.jp/innovation/） 
                                                  （注）
 http://tech-staff.yz.yamagata-u.ac.jp/senmonsitu/bunseki/TEM.pdf 




 �� 1） （先端研究施設共用イノベーション創出事業について） ナノカーボン･デバイス試作・評価装置群を共用し、ナノカーボン産業拡大の為のカーボンバレー構築支援事業を行う。本事業では戦略分野利用推進「環境調和ナノカーボンエレクトロニクス」と新規利用拡大の 2 つの共用事業を行い、利用課題を募集する。 
  ■ナノカーボン・デバイス 試作装置群 10 収束イオンビーム加工装置：  カーボンナノ複合材料に、ナノメートルオーダーの超微細化工、加工表面の観察・形状分析が可能。  パイロットスケール高分子自動合成装置：ナノカーボン用高分子の合成が可能 ■ ナノカーボン・デバイス 評価装置群  高 分 解 能 透 過 型 電 子 顕 微 鏡[TEM]9 観察対象全面に電子線をあて、それを透過してきた電子が作り出す干渉像を拡大して観察するタイプの電子顕微鏡。 電界放出型走査電子顕微鏡 [SEM]（注 2） 電子線を絞って電子ビームとして対象に走査しつつ照射し、対象物から放出される二次電子、反射電子、透過電子、X 線、カソードルミネッセンス（蛍光）、内部起電力等を検出する事で対象を観察する。 電子線微小分析装置（注 3） 物質に電子線を照射するときに物質から発生する X 線（特性または蛍光 X 線）の波長を求めて、未知の物質の構成元素を特定する。   
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7 
	   文部科学省ナノテクノロジー総合支援プロジェクト（ナノテクノロジーネットワーク）に参加。このプロジェクトは「ナノ計測・分析」、「超極微細加工」、「分子・物質合成」、「極限環境」といった各領域での先端研究支援を目的としているものであり、 各領域における先端研究設備を備えた機関群が採択された。東京工業大学のこの施設はその一環をなすもの。 
2002年度から 2006年度の期間では、量子ナノエレクトロニクス研究センターを中心に、「電子ビーム露光による 3 次元ナノ構造構築支援」に参画。 
2007 年度より超高圧電子顕微鏡室の超高圧透過型電子顕微鏡を活用した解析支援を併せた「電子ビームによるナノ構造造形・観察支援」を担当。  超高圧電子顕微鏡 H1250 
            （出所：東京工業大学超高圧電子顕微鏡室 HP http://www.hvem.phys.titech.ac.jp/ ）  
加速電圧 200～1250kV 真空度 5×10-6Pa (試料室) 倍率 ×1,000～1,000,000 
0.14nm (トップエントリー) 分解能 
0.20nm (サイドエントリー) 電子銃 LaB6電子銃 6 個装着 
                                                  （注）
 http://www.hvem.phys.titech.ac.jp/ 
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参考 2 
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 第３章 科学技術システム改革 
 ２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出 
 （３）イノベーションを生み出すシステムの強化 
 ⑤ 民間企業による研究開発の促進 
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  右決議する。 
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参考 5  
 イノベーション２５（2007 年６月 11 日閣議決定）（抜粋） 
 
 




























































 文部科学省科学技術政策研究所 株式会社日本総合研究所 
   以下については、 ①先端研究施設共有イノベーション創出事業によるもの、②独自の外部貸出し制度によるもの（成果占有、成果非占有）に分けてご教示願います。  既存の資料やデータがあれば、それをご提示ください。 
 
１－１：外部利用のための制度・仕組み   貴機関が設備機器を外部利用に供するための制度等の具体的な内容をお教え下さい。 ・ 利用可能な設備機器（設備機器のリストと可能であれば、設備機器ごとの担当者の方のお名前及び連絡先も合わせてお知らせ下さい）。 ・ 手続きのルール（成果報告ルール含む） ・ 利用案内の情報提供の方法 ・ 支援サービスの内容（利用相談、実験の支援、技術指導、機器操作支援など）等 ・ 利用条件（複数の設備機器がある場合の利用ルールを含む） ・ 利用料金／料金設定の考え方 ・ 制度実施のための経費（総額、内訳） ・ 運営費に対する料金収入の割合 
17
参考資料





































 ・ 利用の実態（代表的な利用例をあげて企業がどのように設備機器を活用しているかお教え下さい。） ・ 外部利用に供する設備機器の選択基準（たくさんある設備機器のうち、外部利用制度にのせる基準は何ですか。） 
19
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 ・ 外部利用者の評価を把握する仕組みを保有しているか ・ 上記の評価の仕組みを保有している場合は、どのような評価を得ているか ・ 上記の評価の仕組みを持っていない場合であっても、施設側として把握している範囲で、利用のための要件や制約条件利用の容易性、手続き上の問題、時期的な阻害要因、料金水準、サービス内容等に関し、外部利用者からどのような評価を得ているか 
   
 
２－１：外部利用者に供している設備機器の希少性や特筆すべき点 
 ・ 外部利用に供している設備機器そのものの希少性や特筆すべき点 











 ・ 成果をあげた課題の具体的内容（基礎研究／応用研究／実用化研究） 
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 
	 以下については、 必要に応じて、①先端研究施設共有イノベーション創出事業によるもの、②独自の外部貸出し制度によるもの（成果占有、成果非占有）に分けてご教示願います。 
 
３－１：運営者側の視点からみた利用を促進している要因／阻害している要因 
 以下の点について、運営者側からみた利用促進要因、阻害要因についてそれぞれお教え下さい。 ・ 段階別にみた促進要因、阻害要因 
 （事前相談／応募段階／実験研究の実施段階／施設利用後といった段階別に） ・ 機器利用の指導、試料の製作支援、機密情報に関するセキュリティー体制、その他の付帯サービス、料金、利用者への経常的な情報の提供等、支援サービス面からみた促進要因、阻害要因 ・ 利用のための制度、仕組みから見た促進要因、阻害要因 
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３－２：利用促進要因、阻害要因を克服等した上で実施している取組等（今後の改善の方向） 









 ・ 運営者が感じる、プロジェクトそのものに対するメリット及び運営者自身にとってのメリット ・ 外部利用の支援を行っている担当者（複数の場合は、代表的な方お 1 人がお答え下さい。）が感じるメリット ・ 上記メリットが運営に活かされているか（今後、活かそうとしているか）。 
24
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 日本総研及び科学技術政策研究所では、貴施設を利用する企業に対する調査を実施したいと考えています。この調査をどのように実施したらよいか、貴施設のお考えをお聞かせ下さい。 また、①のアンケート形式による調査を行う場合であっても、メールでのやりとりが可能なのか、FAX 又は郵送という形になるのかお教え下さい。 











 ������������������������  
	 
 1：水産・農林・鉱業  2：建設業   3：食料品   4：繊維製品  5：パルプ・紙 6：化学   7：医薬品  8：石油・石炭製品  9：ゴム製品  10：ガラス・土石製品11：鉄鋼  12：非鉄金属  13：金属製品  14：機械  15：電気機器 16：輸送用機器    17：精密機器  18：その他製造  19：電力・ガス業 20：倉庫・運輸関連業  21：情報・通信   22：金融・保険業 23：その他（具体的に：           ）  
	 
 
���� �������������������� １ 大企業 ２ 中小企業（うちベンチャー企業） ３ ２以外の中小企業 ４ その他（               ）  
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 ������ ��������������������� 
 （１）当該施設が外部利用できるという情報を、最初に知ったのはどこからですか。該当する番号を一つ選び、□にチェック印を付けてください。������������������������������������������������������������） 
 □１．共同研究先 □２．当該施設を所有する機関の研究者又はスタッフの紹介 □３．当該施設を所有する機関が実施しているセミナー □４．当該施設を所有する機関が実施している広報活動（セミナー以外） □５．業界紙  □６．知人等の紹介 □７．当該施設を所有する機関の HP  □８．文部科学省の HP（「共用ナビ」、「ナノネット」等） □９．その他（具体的に：                      ） 
 （２）実施課題の内容について  １９年度と比較した２０年度の実施課題の見込みについて、以下のあてはまるものを選んでください。また、３．と回答された場合については、その理由を回答欄にお書きください。 
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 （３）利用形態について 
   ① 19 年度の利用形態   19 年度における利用形態について、該当する番号の頭の□にチェック印を付けてください。 □１．文部科学省が実施している先端研究施設共用イノベーション創出事業 □２．有償利用（成果占有（成果非公開）での施設利用） □３．有償利用（成果非占有（成果公開）での施設利用） □４．無償利用（成果非占有(成果公開)での施設利用） □５．施設所有機関との共同研究 □６．その他（               □７．利用していない 
   ② 20 年度の利用形態  20 年度における利用形態について、該当する番号の頭の□にチェック印を付けてください。 □１．文部科学省が実施している先端研究施設共用イノベーション創出事業 □２．有償利用（成果占有（成果非公開）での施設利用） □３．有償利用（成果非占有（成果公開）での施設利用） □４．無償利用（成果非占有(成果公開)での施設利用） □５. 施設所有機関との共同研究 □６．その他（               □７．利用していない 
 
 （４）当該施設を利用して、どのような研究を行っていますか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．基礎研究 □２．応用研究 □３．実用化研究 □４．その他（具体的に：        ） 
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 
	 ­   □１．十分な機能・性能を有する設備機器が当該施設以外にないから □２．利用者支援等のサポート体制がしっかりしているから □３．利用料金が安価だから □４．当該施設を所有する機関と共同研究を行っているから □５．当該施設が近隣にあるから □６．セキリティー体制が十分に確保されているから □７．その他（具体的に：                        ） 
   
 （１）貴部署では当該施設以外の先端研究施設（自社内施設を除く）を利用していますか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．国内の他の施設を利用している □２．海外の他の施設を利用している □３．利用していない 
   以下、上記（１）で１ないし２に○をつけた場合は、次の（２）から（５）の設問にもご回答ください。 
 
 （２）当該施設以外で利用している先端研究施設における研究はどのようなものですか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．基礎研究 □２．応用研究 □３．実用化研究 □４．その他（具体的に：        ） 
 （３）当該施設以外の先端研究施設のこれまでの利用頻度について、あてはまるものにチェック印を付けてください。 
 □１．当該施設より多い □２．当該施設と同程度 □３．当該施設より少ない 
 （４）当該施設以外の先端研究施設を利用する理由について、あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．当該施設と合わせて利用することで研究が成立するから □２．当該施設の利用目的とは別の理由で利用しているから □３．当該施設よりも使いやすいから □４．その他（                  ） （５）当該施設以外の施設の契約手続き等の制度や利用支援体制等を本施設と比較して、もし何
29
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 □１．非常に役立った □２．役立った □３．あまり役立たなかった □４．役立たなかった 
 （２）上記（１）で３ないし 4 と回答した方にお尋ねします。当該機器が自社の研究開発への貢献が低いとされた理由は何ですか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．当該機器で期待した研究成果があげられなかったため □２．当該機器をうまく利用できなかったため □３．当該機器の研究成果がうまく製品開発に結びつかなかったため □４．その他（具体的に：                          ） 
 
   ­   （１）当該施設を利用して成果を挙げた研究はどのようなものでしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 











 （２）上記（１）で 5 以外の回答をした方にお尋ねします。当該施設を利用して得られた成果とは、どのような成果でしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．研究開発の今後の方向を見出すことができた。 □２．特許を出願した。 □３．学会で発表した。 □４．論文が学会誌に掲載された。 □５．試作品を作成できた。 □６．製品開発に結びついた □７．製品を作って販売までこぎつけた。 □８．メディアで紹介された。 □９．その他（具体的に：                         ） 
 
 （３）上記（１）で 5 以外の回答をした方にお尋ねします。当該施設が貢献した要因は何でしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 



























 （１）実験施設の利用の応募段階においては、当該施設の利用しやすさなどはどのように評価されますか。   １）事前の利用相談について □１．相談しやすい 






 ２）応募申請について □１．書類の作成に負担が大きい □２．審査の基準が厳しい □３．審査に時間がかかる □４．競争が厳しく応募しても利用できないことがある □５．妥当である □６．その他（具体的に：                ） 
 （２）実験の実施段階においては、当該施設の利用しやすさなどはどのように評価されますか。 
 １）実験計画の作成のサポートについて □１．大変良かった □２．良かった  □３．悪かった 
  □４. かなり悪かった 
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 ２）妥当な利用料金での利用（成果占有（成果非公開）について □１．妥当な利用料金（施設が単独で共用を継続できるに足りる妥当な金額を指す。以下同じ。）を払って利用をしたい。 □２．妥当な利用料金の水準によっては、利用するかどうかを検討する。 □３．今以上に利用料金が必要になるなら利用は控えたい。 □４．その他（                         ） 
 
 （３）機器利用や技術代行(委託)に対する支援サービスについてはどのように評価されますか。 
 １）機器利用に当たっての試料の準備、調整支援について □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 






 ２）機器の操作方法の指導について □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 





 ３）機器利用に当たってのスタッフ等からのアドバイスについて □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 














 □２．普通  
 □３．不満 





 ５）その他付帯サービスについて □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 




































































榊原 清則 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
 
（��） 
薬師寺 泰蔵 慶應義塾大学 法学部 教授 
 
（委員） 
大野 英雄  （財）高輝度光科学研究センター 専務理事 
小笠原 敦 （独）産業技術総合研究所 イノベーション推進室 総括主幹 
      （兼）ナノ電子デバイス研究センター 主任研究員 
下田 隆二 東京工業大学統合研究院教授 
松原  宏 東京大学大学院 総合文化研究科 教授 















長野裕子   第 3 調査研究グループ 総括上席研究官 
（主担当） 
勝野美江   第 3 調査研究グループ 上席研究官 
（副担当） 
川畑 弘    第 3 調査研究グループ 上席研究官 
 
株式会社日本総合研究所 
武山尚道  総合研究部門 上席主任研究員 
井関貴資  総合研究部門 主任研究員 




























































































報 告 書 
 






東京都千代田区霞ヶ関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館 東館 16 階 
TEL：03-3581-2419 FAX：03-3503-3996 E-mail：3pg@nistep.go.jp 
